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１．2025年６月期第３四半期の連結業績（2024年７月１日～2025年３月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年６月期第３四半期 16,065 － 447 － 421 － 320 －
2024年６月期第３四半期 － － － － － － － －

(注) 包括利益 2025年６月期第３四半期 328百万円( －％) 2024年６月期第３四半期 －百万円( －％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年６月期第３四半期 257.96 －
2024年６月期第３四半期 － －

(注) 当社は、2025年６月期第１四半期より四半期連結財務諸表を作成しているため、2024年６月期第３四半期の数値及

び対前年四半期増減率については記載しておりません。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年６月期第３四半期 17,779 5,217 29.3
2024年６月期 － － －

(参考) 自己資本 2025年６月期第３四半期 5,217百万円 2024年６月期 －百万円

(注) 当社は、2025年６月期第１四半期より四半期連結財務諸表を作成しているため、2024年６月期の数値については記

載しておりません。

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年６月期 － 0.00 － 100.00 100.00
2025年６月期 － 0.00 －
2025年６月期(予想) 100.00 100.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2025年６月期の連結業績予想（2024年７月１日～2025年６月30日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 22,151 － 632 － 525 － 338 － 272.06

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

※当社は、社内の業績管理を通期ベースで実施いたします。従って、業績予想についても通期で開示しております。



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 有

新規 １社（社名） 株式会社日建企画 、除外 ―社（社名） ―

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 2025年６月期３Ｑ 1,331,220株 2024年６月期 1,331,220株

② 期末自己株式数 2025年６月期３Ｑ 87,556株 2024年６月期 88,847株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2025年６月期３Ｑ 1,243,048株 2024年６月期３Ｑ 1,246,986株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー ：有（義務）

※ 連結業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び合

理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束するものではありません。また、実

際の業績は様々な要因により大きく異なる可能性があります。なお、業績予想の前提となる仮定等については【添

付資料】３ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」

をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間における日本経済は、雇用・所得環境が持ち直す中で、各種政策の効果もあって、

緩やかに回復してきております。一方で、物価上昇の継続が個人消費に及ぼす影響や、アメリカの政策動向、中

東地域をめぐる情勢、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要があり、当社を取り巻く経営環境は不透

明な状態が続いております。

建設業界におきましては、公共投資は緩やかに増加しており、建設投資については持ち直しの傾向がみられて

おります。しかしながら、人材不足や資材価格の高騰により、今後も建設需要やニーズの変化に対してより一層

注視が必要な状況が続いております。

なお、住宅建設は、新設住宅着工戸数をみると、持家、分譲住宅及び貸家が前年を下回り、全体では減少傾向

となっており、資材価格の高騰や労務単価の上昇もあり、建築コストの増加が続いております。

不動産業界（当社グループの建物管理事業、不動産賃貸・仲介・売買事業等）におきましては、比較的景気動

向の影響を受けにくいことから、管理戸数、入居率、賃料水準はいずれも堅調に推移しております。

介護業界におきましては、高齢化率の上昇等に伴い、社会インフラとしてサービスの安定供給への需要が一層

高まっております。一方で、介護事業者については有効求人倍率が高い数値で推移しており、引き続きの介護人

材確保と定着に向けた雇用環境の改善や、物価上昇による光熱費や食材費などのコスト増加への対応も介護事業

者の課題となっております。

このような情勢のなか、当社グループは、2024年度を初年度とする中期経営計画において「収益力の強化」、

「人財力の強化」、「サステナビリティの推進」の各施策を推進しております。

なお、当社グループは当第１四半期連結会計期間の期首より連結決算に移行いたしました。そのため、前連結

会計年度に四半期連結財務諸表及び連結財務諸表を作成しておりません。

この結果、第３四半期連結累計期間における業績におきましては、売上高160億65百万円、営業利益４億47百万

円、経常利益４億21百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益３億20百万円となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

＜建設事業＞

売上高は、完成工事の増加により、87億65百万円となる一方、一部不採算工事があり、営業利益は４億98百

万円となりました。主な内訳として、建設部門の売上高は53億39百万円、営業利益は3億8百万円、住宅部門の

売上高は27億71百万円、営業利益は1億88百万円となりました。

＜不動産事業＞

売上高は、堅調な賃貸収入の確保により、27億21百万円となり、営業利益は1億90百万円となりました。

＜介護事業＞

売上高は、入居率の向上により、45億77百万円となり、営業利益は２億30百万円となりました。

(注) 当第１四半期連結会計期間の期首に株式会社日建企画の株式を追加取得し連結子会社化したこと及び組織

の変更により、事業セグメントの区分方法を見直し、報告セグメントを従来の「建設事業」「不動産販売

事業」「建物管理事業」「介護事業」から、「建設事業」「不動産事業」「介護事業」に変更しておりま

す。
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（２）財政状態に関する説明

(資産の部)

当第３四半期連結会計期間末における資産の残高は、177億79百万円となりました。主な内訳は、差入保証金40

億58百万円、現金及び預金40億24百万円であります。

(負債の部)

当第３四半期連結会計期間末における負債の残高は、125億61百万円となりました。主な内訳は、短期借入金32

億75百万円、預り保証金22億31百万円であります。

(純資産の部)

当第３四半期連結会計期間末における純資産の残高は、52億17百万円となりました。主な内訳は、利益剰余金

38億53百万円、その他有価証券評価差額金1億13百万円であります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2025年６月期の連結業績予想におきましては、当第３四半期連結会計期間においては一部工事において工事採算

の低下等により、計画を下回る進捗となっておりますが、第４四半期以降完成工事の増加や工事の採算改善等も見

込まれることから、現時点では2024年６月期決算発表時（2024年８月９日）に公表いたしました業績予想を変更し

ておりません。

今後、業績予想を修正する必要が生じる場合は、速やかに開示してまいります。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間
(2025年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 4,024,214

完成工事未収入金等 3,947,109

未成工事支出金 83,200

不動産事業支出金 36,473

貯蔵品 32,604

その他 491,984

貸倒引当金 △13,142

流動資産合計 8,602,444

固定資産

有形固定資産

土地 2,800,073

その他（純額） 1,218,842

有形固定資産合計 4,018,915

無形固定資産

無形固定資産合計 71,819

投資その他の資産

退職給付に係る資産 168,776

差入保証金 4,058,052

その他 865,922

貸倒引当金 △6,865

投資その他の資産合計 5,085,886

固定資産合計 9,176,622

資産合計 17,779,066

負債の部

流動負債

工事未払金等 1,258,780

短期借入金 3,275,500

1年内返済予定の長期借入金 753,837

未払法人税等 156,895

未成工事受入金 268,070

完成工事補償引当金 54,795

賞与引当金 209,776

工事損失引当金 104,628

転貸損失引当金 11,439

その他 1,408,827

流動負債合計 7,502,551

固定負債

長期借入金 2,174,939

役員退職慰労引当金 4,500

預り保証金 2,231,220

転貸損失引当金 12,180

その他 636,584

固定負債合計 5,059,424

負債合計 12,561,976
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間
(2025年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 867,500

資本剰余金 551,160

利益剰余金 3,853,011

自己株式 △163,651

株主資本合計 5,108,020

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 113,689

退職給付に係る調整累計額 △4,619

その他の包括利益累計額合計 109,070

純資産合計 5,217,090

負債純資産合計 17,779,066
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
当第３四半期連結累計期間

(自 2024年７月１日
至 2025年３月31日)

売上高

完成工事高 8,765,522

不動産事業売上高 2,721,775

介護事業売上高 4,577,762

売上高合計 16,065,059

売上原価

完成工事原価 7,525,233

不動産事業売上原価 2,056,283

介護事業売上原価 4,209,075

売上原価合計 13,790,593

売上総利益

完成工事総利益 1,240,288

不動産事業総利益 665,491

介護事業総利益 368,686

売上総利益合計 2,274,466

販売費及び一般管理費 1,827,452

営業利益 447,013

営業外収益

受取利息 5,498

受取配当金 3,590

助成金収入 68,951

その他 8,952

営業外収益合計 86,992

営業外費用

支払利息 82,870

その他 29,491

営業外費用合計 112,361

経常利益 421,644

特別利益

固定資産売却益 163

段階取得に係る差益 57,113

負ののれん発生益 8,753

特別利益合計 66,030

特別損失

固定資産売却損 0

固定資産除却損 0

特別損失合計 0

税金等調整前四半期純利益 487,675

法人税、住民税及び事業税 226,218

法人税等調整額 △59,203

法人税等合計 167,014

四半期純利益 320,660

親会社株主に帰属する四半期純利益 320,660
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
当第３四半期連結累計期間

(自 2024年７月１日
至 2025年３月31日)

四半期純利益 320,660

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 6,410

退職給付に係る調整額 1,461

その他の包括利益合計 7,871

四半期包括利益 328,531

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 328,531

非支配株主に係る四半期包括利益 －
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

当社の四半期連結財務諸表は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が

国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基

準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成しています。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期連結貸借対照表関係）

2025年度６月期第１四半期より四半期連結財務諸表を作成しているため、対前期増減率については記載しており

ません。

（四半期連結損益計算書関係）

2025年度６月期第１四半期より四半期連結財務諸表を作成しているため、対前期増減率については記載しており

ません。
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（セグメント情報）

当第３四半期連結累計期間(自 2024年７月１日 至 2025年３月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２建設事業 不動産事業 介護事業 計

売上高

一時点で移転される財 992,903 756,652 164,067 1,913,623 － 1,913,623

一定の期間にわたり移転
される財

7,772,619 453,868 4,409,194 12,635,682 － 12,635,682

顧客との契約から生じる
収益

8,765,522 1,210,521 4,573,262 14,549,305 － 14,549,305

その他の収益 － 1,511,253 4,500 1,515,753 － 1,515,753

外部顧客への売上高 8,765,522 2,721,775 4,577,762 16,065,059 － 16,065,059

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

1,331 － － 1,331 △1,331 －

計 8,766,854 2,721,775 4,577,762 16,066,391 △1,331 16,065,059

セグメント利益 498,434 190,077 230,843 919,354 △472,341 447,013

(注) １．セグメント利益の調整額△472,341千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり主に報告セ

グメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．2025年６月期第１四半期の期首に株式会社日建企画の株式を追加取得し連結子会社化したこと及び組織の

変更により、事業セグメントの区分方法を見直し、報告セグメントを従来の「建設事業」「不動産販売事

業」「建物管理事業」「介護事業」から、「建設事業」「不動産事業」「介護事業」に変更しております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産及び長期前払費用に係る償却費を含む。）は、

次のとおりであります。

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年７月１日
至 2025年３月31日)

減価償却費 210,344千円
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（重要な後発事象）

株式取得による会社等の買収

当社は、2025年４月28日開催の取締役会において、株式会社松下工商（以下「松下工商」）の株式を取得し、

同社を連結子会社化することについて決議いたしました。

（1）株式取得の目的

今回株式を取得する松下工商は、本社を神奈川県に置き、新設橋梁工事や大型地下構造物を中心とした土

木事業等を中心にインフラ整備や改修工事を通じた地域の発展に貢献してきた実績があり、近年は鉄道の土

木工事を主とした大規模修繕工事や耐震補強工事を主体に、会社設立以来確固たる信用を築いております。

当社は、2024年７月に新中期経営計画をスタートさせて、新たな成長とともに企業価値の向上を図ってま

いりますが、厳しい経営環境の中であり、松下工商の持つ土木工事のノウハウや高い技術力を有する技能者

の当社グループへの参画により、グループシナジーを追求し、企業価値の向上を図っていく必要があると判

断し、完全子会社化をすることといたしました。

（2）買収する相手会社の名称、事業の内容、規模

➀被取得企業の名称 株式会社松下工商

②事業の内容 土木工事業

③資本金の額 20百万円

（3）株式取得の相手先の名称

株式会社ＳＲＭホールディングス

（4）株式取得の時期

2025年７月１日（予定）

（5）取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分比率

➀取得する株式の数 400株（議決権の数：400個）

②取得価額 株式会社松下工商の普通株式 1,140,000千円

アドバイザリー費用 43,200千円

デューデリジェンス費用 9,000千円

合計 1,192,200千円

③取得後の持分比率 100％

（6）支払資金の調達方法及び支払方法

借入金及び自己資金により充当

（7）その他

今後の見通しにつきましては、現在、精査中であります。今後、開示すべき事項が生じた場合には、速や

かに開示いたします。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年５月９日

工藤建設株式会社

取締役会 御中

監査法人ＦＲＩＱ

東京都千代田区

指定社員
業務執行社員

公認会計士 山 本 毅

指定社員
業務執行社員

公認会計士 笠 原 寿 敦

指定社員
業務執行社員

公認会計士 田 中 康 毅

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に揚げられている工藤建設株式会社の2024年７月１日から2025年６月

30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2025年１月１日から2025年３月31日まで）及び第３四半期連結累

計期間（2024年７月１日から2025年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四

半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸

表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準(ただ

し、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。)に準拠して作成されていないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準(ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載

の省略が適用されている。)に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による重要

な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含

まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準(ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に

定める記載の省略が適用されている。)に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示

する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュ

ー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の

四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する

会計基準(ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。)に準拠して作

成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実

性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重

要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論

又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１

項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準(ただし、四半期財務諸表等の作

成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。)に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


